
資料１ 
 

質保証システムの見直しについて（論点メモ） 

 

令和３年 12月 10日 

質保証システム部会 

作 業 チ ー ム 座 長 

吉岡 知哉 

 

中央教育審議会大学分科会質保証システム部会では、第 10期より質保証シス

テムの見直しについて議論を重ねてきた。今般、システム部会の下に作業チーム

を設置して、専門的・技術的な事項について調査審議を行い、質保証システムの

見直しの素案を作成することになっている。作業チームでの闊達な議論に資す

るため、これまでの質保証システム部会の議論も踏まえ、質保証システム部会作

業チーム座長として以下のとおり論点をメモとして整理した。 

 

１． 保証すべき「質」 

 今般の質保証システムの見直しにおける保証すべき「質」については、『質

保証システム部会のミッションと質保証システムで保証すべき「質」及び見

直しに関する方向性について』（令和３年９月 17 日第 11 回質保証システム

部会）やこれまで議論されてきた内容も踏まえ、以下の前提を共有したい。 

 

教育研究の質 

 ←「教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会

の発展に寄与する」（学校教育法第 83条第１項） 

○「教育の質」は過去の中央教育審議会大学分科会の議論も踏まえ学修者

の学びと成長という視点から捉えると「学生の学びの質と水準」。 

大学が自らの教育理念・目標を踏まえ、 

・策定・公表する３つのポリシー（入学者受け入れの方針、教育課程

編成・実施の方針、卒業認定・学位授与の方針）における学修目標の

達成に学生を導くべく大学が必要な教育環境・教育体制を整えてい

るか、 

・実際の学修成果の状況や学生の声、ステークホルダーからの要請等

を踏まえて大学が自ら点検・評価し、課題を抽出し、自律的に教育課

程や指導方法を改善していく仕組み（内部質保証）を整えているか、 

・これらの体制・仕組みが実際に機能しているのか、 

といった点の確認・評価を通じて保証していくもの。 

○教育と研究を両輪とする大学の在り方を実現する観点からは、持続的に
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優れた研究成果が創出されるよう研究環境の整備等が行われているこ

とについて、一定程度確認していくことも検討すべき。 

 

 

２． 見直しの方向性 

 今回の質保証システムの見直しに当たっては、令和３年９月 17 日第 11 回

質保証システム部会における議論を受け、以下の２つの方針の下、４つの視

座から各システムを見直し、時代に即した新たな質保証システムの構築を目

指すこととしたい。 

 なお、質保証システム全体を考える上で、最低限の質を保証するという意

味での厳格性の要請と、大学における先進的・先導的な取組を可能とする柔

軟性の向上は、時にトレードオフの関係となることにも留意が必要である。

また、質保証システムは事前規制から事後チェックまでを含む複合的なシス

テムであることから、全体のバランスについて留意しつつ、一部のシステム

に過重な負担がかかることがないよう留意が必要である。 

 この際、大学における教育研究の質保証は、行政や大学関係者の取組のみ

で完結するものではなく、社会とりわけ産業界等との関わり合いの中でも規

定されていくものであることを踏まえ、各質保証の仕組みに加え、社会との

相互作用の中で営まれるエコシステムとして質保証システムを捉えていく視

点も重要となる。 

 これらの点に留意しつつ、将来を見据えながら効果的かつ効率的な質保証

システムの見直しを行っていくことが重要である。 

 

２つの見直しの方針 

①学修者本位の大学教育の実現 ←「グランドデザイン答申」 

②社会に開かれた質保証の実現 ←第 10期システム部会の議論 

 

４つの見直しの視座 

①客観性の確保 

②透明性の向上 

③先進性・先導性の確保（柔軟性） 

④厳格性の担保 
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３． 各質保証システムの見直し 

 

（１）大学設置基準・設置認可審査 

  

（大学設置基準の性質） 

 大学設置基準は、大学としての必要最低限の量的・質的構成要素を具備し

ているかを確認するための基準として定められている（大学設置基準第１条

第２項）。大学設置基準を満たしたからといって大学として望ましい水準に達

しているとは必ずしも言えず、自己点検・評価をはじめとする内部質保証や

情報公表、認証評価等の事後チェックも含めた質保証システム全体を通じて

大学自らが不断に質的改善を図っていく必要がある。 

 また、現行の我が国の質保証システムについては、大学として最低限の教

育環境等の水準を満たしていることを保証する事前規制型の長所と、設置後

の大学の教育活動等の多様性に配慮しつつ恒常的に大学の質を保証する事後

チェック型の長所を併せ持つように設計されている。その上で、大学設置基

準及び大学設置認可審査については、大学等の設置そのものを認めてよいか

どうかという認可の際の通過段階であり、まさに最低限の質保証を図るもの

として重要な役割を果たしている。 

 大学設置基準の規定の見直しに当たっては、各規定が最低限の質保証を担

保する上で果たしている役割や与える影響、また、高等教育の質保証システ

ム全体のバランスも考慮しながら検討を進める必要がある。 

 

（大学設置基準・設置認可審査の見直しの背景） 

一方で、近年は、グローバル化や少子高齢化、デジタル技術の高度化が進み、

オンライン環境を活用した教育研究の急速な拡大やＭＯＯＣの進展などに見

られるように大学を取り巻く環境も急速に変化してきた。さらに、昨年来の新

型コロナウイルスの感染拡大は、キャンパスを中心とする学生生活の制限や

遠隔授業の急速な普及など、大学の日常を大きく変えることとなった。 

社会全体が大きく変動する中、学修者本位の観点から大学が創意工夫に基

づく多様で先進性・先導性のある教育研究活動を行っていく際に、現行の質保

証システムが何らか制約になっている面があるのではないか、新たな取組を

生み出していく上で、質保証システム全体として最低限保証すべき質を厳格

に担保しつつも、時代に応じて柔軟性のある仕組みにしていく必要があるの

ではないか、という指摘がある。 

また、昨今、大学教育における質保証を図るための大学運営の在り方を示す

ものとして大学分科会が取りまとめた「教学マネジメント指針」等においても
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「学位プログラム」の重要性が指摘されている。「学位プログラム」は、かつ

ては学生・教員が同じ組織に属し、教育研究活動を一体として行う学部・学科

等と一対一対応する形で実施されていたが、学部以外の教育研究上の基本と

なる組織を置くことができる今日では、教員組織と教育組織の「教教分離」を

導入し、必ずしも教員が所属する組織と一対一対応しない「学位プログラム」

を実施する大学も存在している。 

現在の設置認可制度は、新たに授与する学位分野と教育課程等との関連性

や、その教育課程を実施するために必要な教育資源が整っているかを確認し、

分野限定で学位授与権を付与する仕組みとなっており、教員の所属組織と一

対一対応しないケースも含め、既に「学位プログラム」毎の質保証が行われる

形となっている。しかしながら、大学など外部から見た際に、大学教育の質保

証の単位が学位プログラムであること、各大学における内部質保証は学位プ

ログラムを基礎として行われるべきことを更にわかりやすく明確にすべきで

ないかという指摘がある。 

これらの指摘も踏まえ、大学設置基準については、①時代の変化に対応しつ

つ将来を見据えた設置基準全体の見直しを行うとともに、②共通となる最低

基準性を担保しつつ大学教育の多様性・先導性を向上させていくような見直

しが求められている。 

 

大学設置基準・設置認可審査見直しの背景と目的 

・大学設置基準及び大学設置認可審査については最低限の水準を満た

しているかどうかの質保証として、重要な役割を果たしている。そう

した最低限の質保証に与える影響を踏まえながら、高等教育の質保

証システム全体のバランスも考慮する必要がある。 

・一方で、社会全体や大学を取りまく現状や大学の実態が大きく変動す

る中、大学の創意工夫に基づく多様で先導的な取組を促す観点から

は、①時代の変化に対応しつつ将来を見据えた設置基準全体の見直

しを行うとともに、②共通となる最低基準性を担保しつつ大学教育

の多様性・先導性を向上させていくような設置基準の見直しが必要。 

 

（大学設置基準・設置認可審査の見直しの観点） 

これを踏まえ大学設置基準等については以下の観点で見直しを行ってはど

うか。 

 

大学設置基準・設置認可審査の見直しの論点 

【学修者本位の教育の実現】 
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○大学教育の質保証の単位である学位プログラムは３つのポリシーに基

づいて編成されるものであり、各大学における内部質保証は学位プログ

ラムを基礎として行われるべきことを理念上明確にしてはどうか。 

○内部質保証による教育研究活動の不断の見直しが求められることを理

念上明確にしてはどうか。 

 

【客観性の向上】 

○「学位プログラム」は組織的に、教員・事務職員等が連携して実施して

いくことが重要であり、現在は設置基準の様々な箇所に分散して規定さ

れている教員や事務職員、各種組織に関する規定を一体的に再整理して

はどうか。 

○クロスアポイント等多様な働き方が広がっていることも踏まえると「一

の大学に限り専任教員となる」という現行の「専任教員」の在り方につ

いてその定義等を見直してはどうか。 

○電子的な学術情報の重要性が増していることに鑑み、「図書」や「雑誌」

等の表現については「教育研究に必要な資源」とするなど電子化やＩＴ

化を踏まえた規定に再整理してはどうか。 

○「空地」については、教員と学生、学生同士の交流の場として再整理し

てはどうか。 

○教員だけではなく、ＴＡ（ティーチング・アシスタント）やＳＡ（スチ

ューデント・アシスタント）などの教育補助者も授業に参画できるよう、

大学設置基準上、教育を補助する者について明示的に規定してはどう

か。 

 

【先進性・先導性の確保（柔軟性）】 

○クロスアポイント等多様な働き方が広がっていることも踏まえると「一

の大学に限り専任教員となる」という現行の「専任教員」の在り方につ

いてその定義等を見直してはどうか。（再掲） 

○柔軟な教育課程編成を可能とするため、国際通用性の観点等を踏まえつ

つ、「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化など単位制度の柔

軟な運用を可能とするよう見直しを図ってはどうか。 

○大学の創意工夫に基づく取組を促進するため、内部質保証等の体制が十

分機能していることを前提に、教育課程等に係る特例を認める制度を新

設することは考えられるか。 

・対象としては、設置計画履行状況等調査（ＡＣ）を経た後、認証評価を受審し

て「適合」認定を受けているなど内部質保証の体制が十分に機能している等
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の一定要件を満たす大学から申請を受け、有識者会議等において申請計画の

先導性や情報公表等の質担保の方策について認められた大学の学部・学科等

の学位プログラムを対象としてはどうか。 

・内容については、教育研究の充実を図るため、大学設置基準に拠らない取組

を認めるとともに、今後の大学設置基準の改善につなげるため、当該取組の効

果検証を行い各種データの公表・報告を求めることとしてはどうか。 

・特例事項としては例えば、遠隔授業による修得単位上限（60単位）、単位互換

上限（60 単位）、授業科目の自ら開設の原則、校地・校舎面積基準等が考え

られるのではないか。 

○校舎等施設については、多面的な使用等も想定し、機能に着目した一般

的な規定としてはどうか。 

○運動場、体育館等のスポーツ施設やその他の厚生補導施設については、

各大学の実情や必要性に応じて整備が行えるような規定に改めてはど

うか。 

 （※）施設の共有等についても教育研究上支障のない範囲で認めることを明確化してはどうか。 

 

 

（２）認証評価制度 

  

（認証評価の性質） 

 認証評価については、大学が自らの教育研究等の状況について自己点検・評

価を行うとともに、定期的に文部科学大臣の認証を受けた第三者機関による

評価を受けることで、評価結果を踏まえて自ら改善を図ることを促す仕組み

として平成 16年度より制度化された。 

認証評価機関は、文部科学大臣が定める細目を参照しつつそれぞれが大学

評価基準を策定し、大学からの求めに応じて各評価機関の基準に適合してい

るか否かを評価する。制度創設当時の参議院における附帯決議においても「認

証評価制度の導入に当たっては、大学の個性・理念を損なうことのないよう、

公正、妥当かつ透明性ある評価を確保するとともに、全ての大学が適正に評価

を受けることができるよう、認証評価機関の整備充実に配慮すること。また、

評価機関を認証する際の基準を明確にし、多様な評価基準・評価手法を持つ複

数の評価機関が活動できるように努めるとともに、評価が与える社会的影響

を認識しつつ、評価の在り方についても必要に応じ見直しを行うこと」とされ

ており、その趣旨に基づく運営がなされてきている。 

機関別の評価については７年以内ごとに、専門職大学・専門職大学院に関す

る分野別評価については５年以内ごとに大学に受審義務があり、機関別評価
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については現在第３サイクル目の評価に取り組まれている。第３サイクルか

らは「教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み（内部質保証）」を重点的

に評価するとともに、「不適合」となった場合には文部科学大臣が報告又は資

料の提出を求めることとされるなど、仕組みの充実が図られてきており、国際

通用性のある質保証の仕組みとして、質保証システムにおける事後チェック

の中核を担う仕組みとなっている。 

 

（認証評価の見直しの背景） 

しかしながら、認証評価については、内部質保証が真に有効に機能している

のか、大学の教育研究活動の状況（学修の質や水準、研究環境整備等）が十分

に評価できていないのではないかとの指摘がある。また、機関による評価結果

や評価水準の違いが存在するのではないか、評価結果について社会が利用し

やすい形で公表されていないのではないか、機関別と分野別のサイクルのズ

レなど評価に伴う大学の負担が増加しているのではないか、大学が評価結果

に基づき質向上に取り組むことを促す手立てが必要ではないか、「不適合」と

なった大学に対しては評価をより綿密にすることが必要ではないか、といっ

た指摘もなされているところである。 

 

認証評価制度見直しの背景と目的 

・認証評価制度は質保証システムにおける事後チェックの中核を担う

重要な仕組みである。 

・一方で、内部質保証の機能的有効性や、評価機関による結果や水準の

違い、評価結果の公表の在り方、機関別評価と分野別評価のサイクル

のズレなどの評価に伴う大学の負担、「不適合」を受けた対応の充実

等の必要性が指摘されており、受審負担の軽減を図りつつ実効性の

ある制度への転換が求められている。 

 

（認証評価制度の見直しの観点） 

これを踏まえ、認証評価制度については以下の観点で見直しを行ってはどう

か。 

 

認証評価制度の見直しの論点 

【学修者本位の教育の実現】 

○内部質保証について、自己点検評価の体制が整っているかだけでなく、

自己点検評価結果により、どう改善されたかを評価し公表する形へと充

実させていってはどうか。 
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○認証評価の受審が大学にとって過大な負担でしかないと見なされない

よう、例えば、大学設置基準の特例を認める際に認証評価で「適合」の

評価を受けていることを要件とするなど、認証評価を受けることの意義

を高めることは考えられるか 

○学修成果の把握や評価に関することや研究成果を継続的に生み出すた

めの環境整備や支援の状況に関することについても大学評価基準に追

加することは考えられるか。 

 

【客観性の向上】 

○認証評価機関や評価を受ける大学の多様性に配慮しつつ、認証評価機関

の質保証に資する取組（例 認証評価機関連絡協議会の機能強化や認証

評価機関に関する審査委員会の更なる活用等）については考えられる

か。 

 

【透明性の向上】 

○各評価機関の評価結果を社会が利用しやすい形で一覧性を持って公表

することを検討してはどうか。その際、設置計画履行状況等調査におけ

る指摘事項等も合わせて公表してはどうか。 

 

【先進性・先導性の確保（柔軟性）】 

○分野別評価と機関別評価のサイクルのズレ等、大学の受審負担を軽減す

る仕組みを考えられるか。 

○認証評価で内部質保証の体制・取組が特に優れていることが認定された

大学に対しては、次回の評価においてその内部質保証が維持・向上され

ていることを確認しつつ、評価項目や評価手法を簡素化するなど弾力的

な措置は考えられるか。 

○法令適合性等について適切な情報公表を行っている大学に対して、法令

適合性等に関する評価項目や評価手法を簡素化するなどの措置は考え

られるか。 

 

【厳格性の担保】 

○不適合の大学については受審期間を短縮化（例：３年）することは考え

られるか。 
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（３）情報公表 

 

（情報公表制度の性質） 

 大学において教育研究活動等の状況を公表していくことは、学生や学費負

担者、入学希望者等の直接の関係者に加え、社会に対して説明責任を果たして

いく上で重要であるとともに、積極的な情報公表を基盤とする社会とのコミ

ュニケーションを通じて各大学の教育研究活動の質を維持・向上させていく

上でも重要な取組である。また、そうした営みを通じて社会からの信頼と支援

を得ることで、更なる教育研究の質の向上につながるという好循環を生み出

すことも期待され、情報公表の徹底は「社会に開かれた質保証」の実現のため

の極めて重要なものである。 

 大学における情報公表制度は平成 11年に当時の大学設置基準に、大学が「教

育研究活動等の状況について積極的に情報提供する」旨の規定が設けられた

のが始まりである。その後、平成 19年に学校教育法において教育研究活動の

状況を公表することが義務付けられ、平成 23年以降、学校教育法施行規則に

おいて具体的に各大学が公表すべき教育研究活動等の状況についての情報が

規定され、認証評価においても情報公表の取組状況を評価することとされた。

さらには、「教学マネジメント指針」（令和２年１月中央教育審議会大学分科会）

においても、大学における学修成果や教育成果、これらを保証する条件に関す

る情報として意義があると考えられる情報について、公表の意義、公表するこ

とが考えられる内容、情報収集等の方法の考え方が整理された。こうした関連

規定の整備等に基づき、各大学で情報公表の取組が進展しつつある。 

また、国内外への情報発信、教育情報の活用による大学活動状況の把握・分

析及び各大学の情報提供の負担軽減を目的として、データベースを用いた大

学の教育情報の活用・公表のための共通的プラットフォームとして平成 27年

３月より「大学ポートレート」が運用されている。大学ポートレートについて

は令和３年８月現在 1,056 校（国内の大学の 95.3％）が参加しており、その

運営方針は、設置形態ごとの大学団体、認証評価機関、関係団体、有識者等か

らなる「大学ポートレート運営会議」で決定され、大学コミュニティによる自

律的な運営が行われている。 

 

（情報公表制度の見直しの背景） 

情報公表については上述のような各種の仕組みの充実と各大学の取組によ

って進んできているものの、現在、法令上公表が義務化されている項目では、

学生が実際にどのような知識や能力を修得し、大学が実際にどのような教育

成果を上げたかなどの成果の確認ができないという指摘がある。 
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実際、文部科学省による「平成 30年度の大学における教育内容等の改革状

況について」では、大学による情報公表について、「卒業生の就職率」（89.0％）、

「卒業生の主な就職先」（89.9％）、「入学者選抜の状況」（82.7％）、「シラバス

の内容」（96.5％）等は多くの大学で公表されている一方で、「単位の取得状況」

（10.6％）、「学生の学修時間」（33.6％）、「大学の教育研究活動に関する学生

の満足度」（31.0％）、「教員一人当たりの学生数」（60.8％）等、学生の学びの

質と水準に大きく関わる項目について、大学による取組状況に差がみられる

ところである。 

また、入学前の情報提供が不十分で入学後に学生が失望してしまうミスマッ

チの問題なども指摘されている。３．（１）で各大学における内部質保証の単

位は学位プログラムであることを確認したことに照らすと、学修者本位の観

点からは、大学における情報公表においても、学生の学びの質と水準に関わる

事項について、学位プログラム単位で公表していくことが必要であろう。 

社会から広く有形無形の様々な支援を受けている大学は、社会の公器として、

各種法令への適合性等について、認証評価等の外部からの評価を待つことな

く、自ら積極的に情報公表していくことが求められる。大学が積極的な情報公

表を行うことにより、認証評価機関は、法令適合性等に係る外形的な評価を簡

素化し、具体的な教育研究の改善に係る取組を重点的に評価することが可能

になるものと考えられる。 

大学ポートレートについては、国公立版については大学改革支援・学位授与

機構が、私学版については日本私立学校振興・共済事業団がそれぞれ運営を担

っているが、プラットフォームが異なるために、例えば取得可能な資格から大

学検索する際に、国公立と私立を別々に検索し直す必要があるなど、必要な情

報を一元的に入手できないといった課題や、学生の学修成果や大学全体の教

育成果、認証評価結果など大学の教育研究の質に関わる重要な情報が必ずし

も分かりやすく示されていないといった課題が指摘されている。社会の関心

が学生の学修成果や大学全体の教育成果に向けられることのないまま、偏差

値や就職実績に関するランキング等によって一面的に判断される傾向にある

ことは長年の課題であるが、その背景には、入学希望者や高校関係者をはじめ

とした大学に関する情報を求める人々にとって、有益な情報が分かりやすい

形で提供されていない状況にあることは否めない。 

なお、大学に関する情報を多様な観点から比較分析が可能な形で共通のプラ

ットフォームを通じて提供することは、各大学が教学マネジメントを確立し、

学修者本位の教育というミッションを達成するための教学ＩＲ（Institutional 

Research）において、それぞれの「強み」と「特色」の分析やベンチマークを

行う上でも有意義であると考えられる。また、全国学生調査については、本格
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実施では、大学・学部単位で調査結果を公表すること、その際、結果の数値の

羅列だけでなく、調査結果の見方等をと併せて結果に関する各大学の取組を

記載することにより、大学・学部間での順位付けではなく、各大学の強み・特

色の発信につながるよう特段の工夫を行うこととされている。どのように公

表を進めるかは、試行調査の結果も踏まえた検討が必要となるが、学生目線か

らの学修成果等に関する情報の公表は、「社会に開かれた質保証」を実現する

上でも重要な取組である。 

 

情報公表制度見直しの背景と目的 

・大学における情報公表は、社会に対して説明責任を果たすとともに積

極的な情報公表を基盤とする社会とのコミュニケーションを通じて

各大学の教育研究活動の質を維持・向上させていく上でも重要な取組

である。また、そうした営みを通じて社会からの信頼と支援を得るこ

とで、更なる教育研究の質の向上につながるという好循環を生み出す

ことも期待され、情報公表の徹底は「社会に開かれた質保証」の実現

のための極めて重要なもの。 

・一方で、現在、法令上公表が義務化されている項目では、学生の学び

の質や水準を見ることができておらず、大学によっても取組に差があ

るとの指摘がある。また、情報公表のため共通プラットフォームであ

る「大学ポートレート」についても必要な情報を一元的に入手できな

い、大学の教育研究の質に関わる重要な情報が必ずしも分かりやすく

示されていないといった課題が指摘されており、各大学における徹底

した情報公表の取組、情報公表を促進するための環境整備が求められ

ている。 

 

（情報公表制度の見直しの観点） 

これを踏まえ、情報公表に係る仕組みについては以下の観点で見直しを行っ

てはどうか。 

 

現時点での情報公表制度に関する見直しの論点 

【学修者本位の教育の実現】及び【社会に開かれた質保証の実現】 

○大学における教育研究の質保証に資する情報公表についてどう考える

か。また、どのような手法で情報公表されていることを担保することが

適当か（例 学校教育法施行規則、教学マネジメント指針、認証評価等）。 

※例えば「教員一人あたりの学生数」の算定の際には Full Time Equivalent換算で公表するこ

とも有益ではないか。また学生への説明責任という意味では「授業の方法や内容・授業計画」
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に関する情報として、対面・遠隔で設定している授業科目の数や割合を公表することも有益

ではないか。 

○認証評価における情報公表に関する評価を実施するに当たっては、「教

学マネジメント指針」において 

（１）「卒業認定・学位授与の方針」に定められた学修目標の達成状況を

明らかにするための学修成果・教育成果に関する情報の例 

（２）学修成果・教育成果を保証する条件に関する情報の例 

のうち「大学の教育活動に伴う基本的な情報であって全ての大学におい

て収集可能と考えられるもの」と整理されたものについては、当該指針

を踏まえて確認を行うこととしてはどうか。 

○上記の情報について、より効果的・効率的に情報を利用者に届ける観点

等から、「大学ポートレート」に分かりやすく掲載することを基本とす

ることは考えられないか。また教学ＩＲに生かす観点から、立地や分野

等が共通する大学との間で比較（ベンチマークの提示）ができるよう改

善することは考えられるか。 

○各評価機関の評価結果を社会が利用しやすい形で一覧性を持って公表

することを検討してはどうか。その際、設置計画履行状況等調査におけ

る指摘事項等も合わせて公表してはどうか。（再掲） 

○法令適合性等について適切な情報公表を行っている大学に対して、法令

適合性等に関する評価項目や評価手法を簡素化するなどの措置は考え

られるか 。（再掲） 

 

 

（４）その他 

 制度運用や周知等を含むその他の事項については、大学設置基準・設置認可

審査、認証評価、情報公表等の見直しと合わせて、質保証システム全体のバラ

ンスの中で見直しを検討していく必要がある。作業チームにおける議論を踏

まえ、今後検討を深化させていきたい。現時点では例えば以下のような事項が

考えられるか。 

 

現時点でのその他事項に関する見直しの論点 

【学修者本位の教育の実現】 

○急速に広がった遠隔授業については、時間的・空間的な制約が緩和され

る一方で、質問等双方向のやり取りの機会が少ない等の学生の声も明ら

かになっていることから、授業の質保証及び新たな取組の促進の観点か

ら一定のガイドラインの策定や教育課程等に係る特例を認める制度を
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新設することは考えられるか。 

○学修者本位の観点から、大学教育における学生の関わり方についてどの

ように考えるか。 

 （学生参加の例） 

・学生による授業アンケート結果を組織的に検討し、授業内容に反映する機会を設定 

・学生企画型もしくは学生が参加する授業運営委員会を置く授業科目を開設 

 

 


